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Ｊ
Ａ
地
域
営
農
ビ
ジ
ョ
ン
づ
く
り

○
地
域
の
農
業
者
の
合
意
に
基
づ
き
、

地
域
農
業
と
農
地
を
維
持
・
継
承
し
て

く
た
め
、
行
政
が
主
体
と
な
っ
て
策
定

す
る
「
人
・
農
地
プ
ラ
ン
」
を
ベ
ー
ス

に
「
Ｊ
Ａ
地
域
営
農
ビ
ジ
ョ
ン
」
の
策

定
・
実
践
運
動
に
取
り
組
み
ま
す
。
ま

た
、
担
い
手
経
営
体
以
外
の
多
様
な
農

業
者
に
つ
い
て
は
、
地
域
農
業
の
重
要

な
構
成
員
と
し
て
複
合
部
門
へ
の
取
組

み
等
、
営
農
の
継
続
に
向
け
て
取
り
組

み
ま
す
。

農
業
経
営
支
援
の
強
化

○
担
い
手
経
営
体
に
は
、
Ｔ
Ａ
Ｃ
や
金

融
担
当
者
が
連
携
し
、
経
営
分
析
・
改

善
に
取
り
組
み
ま
す
。

○
集
落
営
農
組
織
に
は
、
行
政
や
関
係

機
関
と
協
力
し
て
、
状
況
を
踏
ま
え
な

が
ら
、
法
人
化
支
援
を
行
い
ま
す
。

○
担
い
手
経
営
体
や
組
合
員
と
連
携
し

て
、
農
地
の
有
効
活
用
を
図
る
と
共
に
、

新
規
就
農
希
望
者
へ
の
研
修
受
け
入
れ

体
制
の
整
備
を
進
め
ま
す
。

米
需
給
調
整
へ
の
継
続
的
な
取
組
み

○
稲
作
経
営
の
安
定
を
目
指
し
、
農
業

者
戸
別
所
得
補
償
制
度
等
を
活
用
し
た

米
の
計
画
生
産
を
進
め
な
が
ら
、
需
要

先
の
確
保
と
生
産
・
流
通
拡
大
を
図
り

ま
す
。

畑
作
・
青
果
物
の
生
産
・
販
売
強
化

○
品
目
別
の
生
産
技
術
指
導
・
販
売
対

策
な
ど
に
取
り
組
み
、
生
産
振
興
・
作

付
拡
大
を
図
り
ま
す
。

農
畜
産
物
の
安
全
・
安
心
対
策
の
推
進

○
消
費
者
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
た
め
、

Ｇ
Ａ
Ｐ
の
普
及
・
推
進
に
努
め
、
放
射

性
物
質
検
査
な
ど
、
農
畜
産
物
等
の
リ

ス
ク
管
理
対
策
を
推
進
し
ま
す
。

持
続
可
能
な
農
業
の
実
現
に
向
け
た

農
政
運
動
の
展
開

○
国
内
農
業
を
壊
滅
さ
せ
る
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ

等
に
よ
る
関
税
撤
廃
に
反
対
し
て
い

き
、
食
糧
自
給
率
向
上
も
含
め
、
政
府

へ
様
々
な
提
案
を
し
て
い
き
ま
す

農
業
構
造
の
変
化
に
対
応
し
た
地
域
農
業
の
振
興

　
Ｊ
Ａ
地
域
営
農
ビ
ジ
ョ
ン
づ
く
り
と
農
業
経
営
支
援
の
強
化
を
推
し
進

め
、
水
田
農
業
の
維
持
・
発
展
に
向
け
た
生
産
、
販
売
対
策
の
再
構
築
を

図
り
ま
す
！

▲農業振興に向けて新たな計画を発表

次代へつなぐ協同
第28回秋田県JA大会第28回秋田県JA大会

̶農業の持続的発展と安心な暮らしの実現̶̶農業の持続的発展と安心な暮らしの実現̶

その2

第28回秋田県ＪＡ大会が、11月21日に秋田市で開催され、
2013年からの３ヵ年で取り組む３つの農業政策や、
ＴＰＰ交渉参加断固阻止等について決議を行いました。


